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投資・財政計画（収支計画）   
 



　本町においては、現在に至るまで住民生活に欠かすことのできない「水」を供給するライフライ

ンとして、水道事業以外の郊外地域を対象に簡易水道事業として昭和53年度から東中地区の給水を

開始し、その後も里仁、江幌、静修の西部地区や江花地区へ給水区域の拡張と施設整備を進め、衛

生的な飲料水の確保と供給に努めてきたところです。今後においても地域住民に密接する水道サー

ビスを継続的に提供していくことが求められます。

　しかしながら、これからは人口減少等により料金収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化に

伴う更新投資の必要性が増大するなど、簡易水道事業を取り巻く経営環境はさらに厳しさが増して

いくことが予想されます。

　こうした状況の中、住民に対して安全で快適な持続可能な水道サービスを提供するためには、事

業を取り巻く現状の経営課題を把握し、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底し

た業務の効率化・経営の健全化を推進することが求められます。

　また、平成２６年８月に「公営企業の経営にあたっての留意事項について」が総務省より公表さ

れ、地方公営企業の経営基盤強化と財政マネジメントの向上に取り組むための中長期的な経営の基

本計画である「経営戦略」の策定が通知されました。

　さらに、公営企業の経営に関する取り組みの考え方については「経済財政運営と改革の基本方針

２０１６」（平成２８年６月２日閣議決定）等においても明記されているところです。

　これらの趣旨を踏まえ、本町の簡易水道事業においても現状の経営課題を把握するとともに中長

期的な経営計画として「上富良野町簡易水道事業経営戦略」を策定することとしました。

　この計画では、策定の過程において類似団体との比較分析等により現状の課題を洗い出すととも

に、必要な経営の改善策を検討し、本町の簡易水道事業における「投資・財政計画」として、 令和

２年度から令和11年度までの10年間の料金収入等の収益と建設投資事業、維持管理費等に係る費

用について、財政面の見通しを明らかにするものです。

上富良野町簡易水道事業経営戦略策定の趣旨
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(1) 事業の現況

　全体 1,840 人

1,200

430
210

　全体 886 人 　全体 15.64 　㎥／ha

543 29.9
212 10.1

131 9.1

㎥/日

261

86

179

103

km

東中地区 41.4

西部地区 32.3

江花地区 20.5

％

東中地区 47.0

西部地区 26.4

江花地区 26.4

里仁浄水場  

江花浄水場  

施　　設　　数

水　　　　   源

　□表流水,　□ダム,　□伏流水,

　☑地下水,　□受水,　☑その他（湧水）

東中地区（湧　水）

西部地区（地下水）

江花地区（地下水）

法適（全部・財務）・非適の区分 　法非適用

有収水量密度

浄水場設置数

4 箇 所

管 路 延 長
東中地区　東中浄水場

西部地区　静修浄水場

西部地区　里仁浄水場

江花地区　江花浄水場

施 設 能 力

629

東中浄水場  

静修浄水場  

１．事業概要

配水池設置数
東中地区　東中配水池

西部地区　静修配水池

西部地区　里仁配水池

江花地区　江花配水池

94.2

江花地区

現在給水人口 東中地区

西部地区

江花地区

計 画 期 間 ：

東中地区

西部地区
江花地区

東中地区

　昭和54年1月1日（40年経過）

西部地区
江花地区

昭和54年1月1日

昭和63年5月30日

平成11年4月13日

計画給水人口

東中地区

西部地区

34.94 箇 所

　令和　2年　2月

供 用 開 始 年 月 日

施 設 利 用 率

　令和 2 年度　～　令和 11 年度

 ①　給　水

 ②　施　設　

上富良野町簡易水道事業経営戦略

策 定 日：

団 体 名：

事 業 名：

　上富良野町

　簡易水道事業
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　経営比較分析結果については別添のとおりになります。

　現状分析からの経営課題として、収益性を示す指標においては全国、類似他団体平均値と比較しても低水準であることが示さ

れています。

この要因としては、本事業が人口密集区域としている水道事業以外の農村部の郊外地域を対象としていることから、給水人口密

度が１㎢あたり17人と水道事業の411人と比べ約23分の１と人口密度が非常に低い山間部で広範囲な給水区域に対して、管路整

備と地下水利用による浄水設備等に多額の建設費を投じているため、給水原価が685円と極めて高い水準にあります。一方、使

用料の水準においては、水道利用者全体の公平性を保つため、料金水準の均衡を図る必要があることから、本事業独自の改定が

できずに供給単価が177円と低水準を推移しています。この供給単価と給水原価の乖離が大きくなっていることが主な要因にな

ります。

　簡易水道事業は、地方公営企業法に基づく公営企業に位置付けられており、その経費は利用者からの使用料で賄うことが基本

とされています。

　しかし、本事業は、農村部においても住民が平等に衛生的な生活環境が維持できるよう安全で安定的な飲料水を供給すること

を目的としている事業であることから、市街地区との地域間格差の是正と住民福祉の公平性を確保するために必要な政策的経費

として、一般会計繰入金の補填を行い、財源確保をしながら事業経営を続けていくことが重要と考えます。

用           途
基                       本 超 過 料 金

（１㎥につき）

水道料金表　（1か月につき）

畜産農業用

20 ㎥ ま で

20 ㎥ ま で

20 ㎥ ま で

164円

183円

195円

183円

一 般 用

　本事業の料金体系は用途別に６種類に区分し、基本水量と超過水量を設定した従量料金制となってい

ます。各用途の料金は次のとおりです。現在の料金は、消費税率改定に伴い、令和元年10月１日から

実施しています。

2,344円

平成１１年４月１日

臨 時 用

8 ㎥ ま で

20 ㎥ ま で

　経営健全化の取り組みとして、料金徴収、届出事務及び施設維持管理を除く、浄水場及び管路の保守点検業務、水質検査業

務、量水器検針業務の民間委託を行い、効率的な業務の運営・管理に努めています。

また、本町の水道事業と料金収納業務等運営の一体化を図り、経営の効率化に取り組んでいます。

　簡易水道事業に関する事務は建設水道課上下水道班が所管しています。平成16年度の機構改革により上下水道課を建設水道課

に統合、係制を廃止し、スタッフ制による上下水道班を設置しています。現在の上下水道班の体制は、主幹１名、スタッフ４名

の計５名であり、このうち水道事業担当に主幹を含め３名を配置し、簡易水道事業の担当は、水道事業の３名が兼務していま

す。

 ③　料　金

 ④　組　織

 (2) これまでの主な経営健全化の取組

 (3) 経営比較分析表を活用した現状分析

料 金 改 定 年 月 日  （消費税のみの改定は含まない）

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

使 用 水 量 料 金

202円

1,584円

3,612円

3,992円

3,612円

営 業 用

団 体 用
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 (1) 給水人口の予測

　料金収入は、有収水量と同様の傾向で使用水量の減少に伴い、料金収入も減少しいくことが想定されます。料金収入の予測に

あたっては、有収水量の推計値に給水単価と収納率実績100％を乗じて算出の結果、令和２年度から令和11年度末までに2,051

千円が減少する見込みになるところです。

 (2) 水需要の予測

 (3) 料金収入の見通し

　給水人口の予測は、「第２期上富良野町人口ビジョン」に示されている将来人口や当該給水区域における過去の増減状況を考

慮し、戦略期間の給水人口を推計します。

　期間中における人口ビジョンの推計は10％の減少となっていますが、当該地域の直近10年間の実績では23％の減少となって

います。本町の総合戦略や農業振興計画による人口減少対策を考慮し、当該期間の減少は15％で推移するものと想定し、給水人

口を推計した結果、令和２年度から令和11年度末までに128人が減少の見込みになるところです。

　近年の水需要（有収水量）は、給水人口の減少と節水思考や節水器具等の普及拡大が減少傾向の大きな要因になりますが、一

方、自家水の不足による水道利用や農業用水の供給前の利用などの増加要因もあることから、一人あたり使用水量としては、市

街地域の家事用平均水量175 L/日に対して245L/日と４割程度多く、直近５か年の実績を見ても横ばいの状況であり、全体の有

収水量は、給水人口の減少と同じく約15％の減少で推移しています。

　今後の予測にあたっては、農村地域の特殊性から、家事用と事業用に区分して推計することとします。家事用の予測は、市街

地域の家事用一人あたりの平均使用水量に給水人口を乗じたものに節水の影響分として、約10％が更に減少することを想定し、

期間中には25％程度が減少する推計としています。事業用については、直近の実績から期間中に７％程度の増加を見込んだ算定

をしています。

　以上の家事用、事業用の増減要素から有収水量を算定した結果、本戦略期間においては約15％の減少傾向で推移していくこと

が予想され、令和２年度から令和11年度末までに31㎥/日が減少する見込みになるところです。

２．将来の事業環境
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区　分

東中地区 取水施設 取水棟 取水井 1 箇所 50年 R11～

導水施設 管　路 0.1 km 40年 H31～

浄水施設 浄水場 浄水池 1 箇所 50年 R11～

消毒設備 2 台 18年 R3～

電気計装設備 1 組 18年 R6~9

配水施設 配水池 1 箇所 50年 R11～

管　路 41.3 km 40年 H31～

西部地区 取水施設 取水棟 取水井 1 箇所 50年 R28～

［静修地区］ 取水ポンプ 2 台 18年 R11～

導水施設 管　路 0.2 km 40年 R18～

浄水施設 浄水場 浄水池 1 箇所 50年 R28～

急速ろ過設備 2 基 18年 H26～

消毒設備 2 台 18年 H26～

電気計装設備 1 組 18年 R16～

送水施設 浄水場 送水ポンプ 2 台 18年 H26～

管　路 0.2 km 40年 R18～

配水施設 配水池 1 箇所 50年 R28～

管　路 17.7 km 40年 R18～

［里仁地区］ 取水施設 取水棟 取水井 2 箇所 50年 R36～

取水ポンプ 2 台 18年 R13～

導水施設 管　路 0.4 km 40年 R26～

浄水施設 浄水場 浄水池 1 箇所 50年 R36～

膜ろ過設備 2 基 18年 R4～

消毒設備 2 台 18年 R4～

電気計装設備 1 組 18年 R4~7

送水施設 浄水場 送水ポンプ 2 台 18年 R4～

管　路 0.6 km 40年 R26～

配水施設 配水池 1 箇所 50年 R36～

管　路 13.1 km 40年 R26～

江花地区 取水施設 取水棟 取水井 1 箇所 50年 R32～

取水ポンプ 2 台 18年 R12～

浄水施設 浄水場 浄水池 1 箇所 50年 R30～

電気計装設備 1 組 18年 H29~R2

急速ろ過設備 2 基 18年 H29～

薬品注入設備 2 台 18年 H29～

消毒設備 2 台 18年 H29～

送水施設 浄水場 送水ポンプ 2 台 18年 H29～

管　路 1.5 km 40年 R21～

配水施設 配水池 1 箇所 50年 R31～

管　路 19.1 km 40年 R22～

※耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（平成30年財務省令第31号）」による。

平成11年度

平成11年度

平成11年度

平成11年度

平成11年度

平成24年度

平成11年度

平成8年度

平成8年度

平成8年度

平成8年度

平成8年度

平成8年度

平成16年度

平成16年度

平成16年度

数　　量機　器 　名施　設　名
更新時期

平成28年度

地区名
資　　　産　　　名

平成16年度

平成16年度

平成16年度

平成16年度

平成16年度

平成16年度

平成23年度

平成8年度

平成8年度

平成12年度

　現在、本事業で所有する資産の設置時期及び耐用年数の経過状況は次のとおりです。

平成11年度

平成11年度

平成11年度

 ① 資産の状況

 (4) 施設の見通し

昭和54年度

設置年度
耐用

年数

平成13年度

平成8年度

昭和54年度

昭和54年度

昭和54年度

昭和54年度

平成18年度

平成16年度

平成25年度

簡 易 水 道 施 設 一 覧
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　浄水場の運営については遠隔監視操作システムの導入で管理向上を図るとともに組織のスタッフ制により水道事業、下水道担

当と相互協力体制により事業運営にあたっています。今後も事業の効率性の観点から可能な限り、業務の外部委託を推進してい

きます。

　更新対象施設の見通しは、資産状況・施設一覧に記載の標準耐用年数経過後が一般的な老朽化による更新時期の目安になりま

すが、本戦略における更新対象施設の選定にあたっては、可能な限り延命化を行うことを基本として、日常点検結果からの健全

度診断や老朽化に起因する修繕履歴等を考慮した検証結果を基準に健全性の予測可能な施設については、標準耐用年数経過後に

状態監視の保全を行いながら、健全度調査による診断結果をもとに選定することとし、劣化判定や故障の予測が難しい電気設備

等は一定期間の経過したものを対象とする時間計画保全とし、 標準耐用年数の1.2倍程度を目途に目標耐用年数に設定し、それ

らの条件に該当する施設を更新対象としています。

　以上の条件から本戦略期間内に更新対象となる施設は、21年が経過している浄水場電気計装設備が該当します。

　なお、管路施設については、最も古い東中地区配水管の41.3kmが既に標準耐用年数を超過し状態監視保全をしており、今回

の判定としては過去５年間の漏水事故の件数が２件と発生頻度が非常に低いことから、管本体の劣化が少なく、当面の継続使用

が可能と判断できるため、更新対象施設から除外しています。

 ①　収支計画のうち投資についての説明

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

(1) 投資・財政計画（収支計画）

　　　　　別紙のとおり

３．経営の基本方針

目　　　標
　投資的事業は、更新対象資産に対して適正規模の投資を計画的かつ効果的に行います。特に老朽化が進んでいる浄

水場設備に対し重点的に更新投資を行い供給施設の機能保全を図ります。。

○投資について

　　計画期間に実施するものは、更新時期が到来する３箇所の浄水場施設のうち、電気計装設備172.7百万円の更新を実施しま

す。

　　　① 江花地区　      令和２年度　60.0百万円　…21年経過　　② 西部(里仁)地区　令和７年度　71.6百万円　…21年経過

　　　③ 東中地区        令和９年度  41.1百万円　…21年経過

　　管路施設は東中地区において北海道が施工する農業農村整備事業に伴い支障となる配水管の移設を実施します。

　　　④　東中地区　令和２年度～令和６年度　47.3百万円　…41年経過

　　〇施設の適切な管理・整備の継続と危機管理対策を行い、安全で安心な水道水を確保することで衛生的な生活環境を提供し

　　　ます。

　　〇豊富で良質な水源を維持するため、水源流域を中心に地域の自然環境の保全に努めます。

　　〇農業を基幹産業とする本町の農村地域へ「清浄にして豊富低廉」な水道水を安定的に提供することで、地域経済の活力や

　　　暮らしの快適性を向上させ、豊かな地域社会を実現します。

　　〇町民の地域間格差に配慮した中で持続可能な簡易水道事業を目指し、事業経営面の安定性、透明性を確保するとともに、

　　　開かれた事業経営を推進します。

 ② 更新対象施設の見通し

 (5) 組織の見通し

　本町を取り巻く状況を踏まえ、今後の本事業が目指すべき理念について上位計画である「第６次上富良野町総合計画」を踏襲

し、本事業が改築更新、維持管理の時代を迎えるにあたり、様々な経営課題を解決しつつ、住民生活、地域産業、自然環境へ潤

いと輝きを持たせるサービスを継続的に提供しなければならないという意味を込め『彩と輝きのある暮らしを支える安定した簡

易水道』を共通の理念とし、本事業における目標と展望として４つの視点から基本方針を設定します。

４．投資・財政計画（収支計画）
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〇修繕費に関する事項

　　過去５年の修繕履歴から老朽化が主原因となる事故、故障が少ないことから、現状と同規模程度と想定し、物価上昇分を考慮

　した費用を算定しています。

〇動力費に関する事項

　　浄水場の動力費用については、供給する配水量など想定される要素と物価上昇を見込み算定しています。

〇職員給与費に関する事項

　　職員給与費は、事業担当が水道事業兼務のため、費用は算定していません。

〇その他

　　企業債償還金は、償還予定表により算出し、新規借入については、最も有利な条件を選定し、直近借入利率により算定してい

　ます。

(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

 ② 収支計画のうち財源についての説明

目標
　期間中は企業債残高の減少とともに経営は改善の傾向になりますが、適正な投資計画の実施と着実な財源確保によ

り、更なる経営健全性の向上を目標とします。

　　法定検査期限を越える量水器の交換を実施します。

　　　⑤　全地区　令和２年度～令和11年度　対象507個　10.4百万円　…８年経過

　　以上、総額230.4百万の更新投資を予定しています。

○施設・設備の長寿命化等の投資の平準化に関する事項

　　投資額については、施設の重要性と経過年数、現状の健全性から優先度の高いものを選択し、各資産の実施時期は標準耐用年

　数から目標年数までの間に平準化しています。なお、次期計画も踏まえ、健全度が高い施設については計画修繕等の予防保全に

　より最大限先送りしています。

○防災・安全対策に関する事項

　　投資対象施設のうち耐震対策が必要な施設については、更新投資の実施に併せ、検討を行います。

 ③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

 ① 投資について検討状況等

〇財源に関する事項

　　更新投資に係る財源については、償却期間が長いものは世代間の負担することを基本として、主に企業債借入で賄うよう設定

　しています。他事業との関連で補償となるものは工事負担金として充当しています。なお、償却期間の短い量水器取替は使用料

　収入を財源としています。

〇料金に関する事項

　　本戦略では、更新投資の抑制や平準化により、給水原価を抑えていることから、経営状況が改善する傾向にあり、令和９年度

　には一般会計からの基準外繰入が解消する見込みであるため、本戦略期間内の使用料改定は見送ることとしています。

　　なお、解消までの期間については、自然条件や地理的条件により、高資本費となる企業債償還の費用を政策的経費として、一

　般会計繰入金から補填することとします。

〇繰入金に関する事項

　　一般会計からの繰入金は、国が定める公営企業繰出金の基準による財政措置分の「高料金対策に要する経費」を収益的収入に

　「建設改良に要する経費」を資本的収入に基準内繰入金として算定しています。企業債償還金の不足分は基準外繰入金に算入し

　収支均衡を図っています。

〇投資以外の経費について

    　管理経費については、必要且つ合理的な額を算出するため、予測可能な費用について、現在までの価格動向や今後の物価上昇

　率等の増減額を考慮し算定しています。

〇委託料に関する事項

　　浄水場維持管理業務と量水器検針業務は水道事業と合わせて３年の長期継続契約により民間委託し、料金収納業務は水道事業

　に委託を現状とおり実施することとし、現契約単価を基に想定される変動要素を加味し算定しています。

    　令和５年度から適用する地方公営企業法会計制度の導入準備のために令和３年度からの２か年で固定資産調査及び例規整備等

　の業務委託を公営企業適用債の起債を活用して実施します。

現時点で導入、活用の具体的な実施予定はありませんが、事業のコスト縮減、合理化の観

点から今後の市場動向を踏まえながら活用方法や効果等についての情報収集と導入の可否

について検討を進めます。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用

（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）
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そ の 他 の 取 組

企 業 債 ・ 国 庫 補 助

今後、施設の合理化、統廃合の調査研究を進める中で、将来的に遊休資産の発生が見込ま

れる場合には、その有効活用の方法についても併せて調査研究を進めていきます。

本事業の適正な使用料算定については、引き続き５年ごとに実施していきます。

また、水道事業が本戦略期間内の令和10年度頃を目途に料金見直しを予定していることか

ら、町内全ての水道利用者の整合性を図るため、簡易水道事業においても使用料見直しの

検討を実施します。

施設・設備の廃止・統合・合理

化(ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ･ｽﾍﾟｯｸﾀﾞｳﾝ)

繰 入 金

施設更新においては、今後の水需要に基づいた施設規模の適正化を図るとともに、将来の

水道事業全体の統廃合・合理化について調査研究を進めます。。

本計画で示した投資・財政計画については、令和５年度予定の地方公営企業法適用におい

て会計制度に沿った見直しを行うとともに定期的な見直しを行い、期間中に著しい状況の

変化がある場合には、計画終了を待たずに本戦略を全面的に改定します。

また、経営課題に対する今後の取組については、対応状況について事後的に検証と評価を

実施し、ＰＤＣＡサイクルを活用して事業や計画に反映させていきます。

さらに、本計画を踏まえた具体的な施策の実施にあたっては、議会や住民への情報提供と

議論を重ね、合意形成に努めます。

。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の

投 資 の 平 準 化

今後も増加する老朽化施設については計画的な予防保全により、健全度を保持しながら、

過度な将来負担とならないよう、令和５年度地方公営企業法適用に併せて施設の長寿命化

計画を策定し、適切な時期の施設更新と投資規模の平準化を進めます。

広 域 化

平成31年度発足した近隣５市町村で構成する上川南部上下水道事業研究会において事務事

業の広域連携について調査研究を進めます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等による収入増

加 の 取 組

防災安全については、現状の業務継続計画に基づき地震水害対策のほか、大規模停電時の

必要な対策の検討と装備の充実に努めます。。

今後も残存施設の老朽化対策に伴う更新投資により企業債残高の増加が予測されることか

ら、過大発行の抑制のため、発行制限を取り入れるなど将来負担を考慮した適性規模の起

債計画を検討していきます。

地方公営企業法の制度導入や水道事業との統廃合、施設更新の耐震化対策など事業計画変

更においては、国庫補助制度を活用した財源確保を検討しながら企業債の縮減を図りま

す。

一般会計繰入金は、繰出基準に基づき算定するとともに、繰入基準内となる消防施設の整

備については未反映であるため、関係機関の計画策定後に反映させることとします。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

 ② 財源について検討状況等
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00
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3,
00
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3,
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0
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4,
00
0
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0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

3,
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5
.4
3

3,
12
8
.8
7

3,
36
4
.0
7

3,
22
0
.2
9

3,
28
1
.5
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平
均
値

1,
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6
.6
2

1,
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0
.1
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1,
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0
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均
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0

当
該
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.9
7
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.6
9
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.0
8
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3

83
.2
2

平
均
値

75
.2
4

74
.9
6

74
.6
3

74
.9
0

72
.7
2

②
累
積
欠
損

金
比

率
(
％

)
③

流
動

比
率

(
％
)

④
企

業
債

残
高

対
給

水
収
益

比
率

(
％

)

⑤
料
金
回
収
率
(
％
)

⑥
給
水

原
価
(
円

)
⑦

施
設

利
用

率
(
％
)

⑧
有

収
率

(％
)

①
有
形
固
定
資
産
減

価
償
却
率

(
％

)
②

管
路

経
年

化
率

(
％
)

③
管

路
更

新
率

(
％

)

【
7
5.
60
】

【
1
,0
74
.1
4】

【
7
3.
77
】

【
5
5.
95
】

【
2
96
.4
0】

【
5
4.
36
】

【
0
.5
4】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し



（
法

非
適

用
企

業
）

投
資
・
財
政
計
画
（

収
支

計
画

）
（単

位
：千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

1
(A

)
23

,2
2
8

22
,9

27
32

,9
09

33
,6

96
33

,8
64

34
,2

16
34

,0
37

37
,6

61
37

,5
52

37
,3

48
37

,4
37

27
,7

89

（１
）

(B
)

14
,4

8
1

14
,2

06
14

,0
07

13
,7

69
13

,5
35

13
,3

03
13

,0
76

12
,8

51
12

,6
25

12
,4

02
12

,1
82

11
,9

65

ア
14

,2
2
0

13
,9

80
13

,7
43

13
,5

04
13

,2
69

13
,0

36
12

,8
08

12
,5

82
12

,3
55

12
,1

31
11

,9
10

11
,6

92

イ
(C

)

ウ
2
61

22
6

26
4

26
5

26
6

26
7

26
8

26
9

27
0

27
1

27
2

27
3

（２
）

8
,7

4
7

8,
72

1
18

,9
02

19
,9

27
20

,3
29

20
,9

13
20

,9
61

24
,8

10
24

,9
27

24
,9

46
25

,2
55

15
,8

24

ア
8
,7

4
7

7,
97

4
18

,9
02

19
,9

27
20

,3
29

20
,9

13
20

,9
61

24
,8

10
24

,9
27

24
,9

46
25

,2
55

15
,8

24

イ
74

7

２
(D

)
21

,4
6
5

19
,4

87
18

,5
18

24
,5

78
23

,9
15

16
,5

30
15

,8
27

15
,1

09
14

,3
78

13
,7

19
13

,2
87

12
,8

43

（１
）

12
,7

1
7

11
,5

13
11

,2
13

17
,9

54
17

,9
91

11
,3

24
11

,3
56

11
,3

89
11

,4
22

11
,4

65
11

,4
99
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,5

33

ア イ
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,7
1
7
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,5

13
11

,2
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17

,9
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）
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4
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4
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5
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4
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1

3,
72

0
2,

95
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1
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6
3

3,
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0
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8
9,
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9
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,5
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)
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,5
7
5
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5
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収 　 益 　 的 　 収 　 支 資 　 本 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

令
和

８
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度
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和
９

年
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令
和

１
０

年
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１
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年
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他
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入
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令
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５
年

度
令
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６
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営
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収
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工
事

収
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令
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３
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和
２

年
度

営
業

外
収
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総
収

益
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助
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う
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費
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準
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債
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債
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計
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入
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資
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売
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代
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国
（

都
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府
県
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助
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工
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負
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収
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給
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改
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度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
０

年
度

令
和

１
１

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
４

年
度

令
和

３
年

度
令

和
２

年
度

(J
)

3
76

△
 6

56

(K
)

(L
)

8
23

1,
19

8

(M
)

(N
)

1
,1

9
9

54
2

(O
)

(P
)

(Q
)

(Q
)

(B
)-

(C
)

(A
)

42
.3

40
.7

58
.8

53
.4

53
.1

52
.3

51
.3

56
.3

55
.3

75
.5

64
.2

22
.8

(D
)+

(H
)

(S
)
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,4

8
1

14
,2
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,0
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,7
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13

,5
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13
,3
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13

,0
76

12
,8

51
12

,6
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12
,4
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,1
82

11
,9

65

（
T
)

(U
)

(V
)

(W
)

(X
)
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6,

63
3

44
4,

63
8

48
6,
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2

45
8,
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2

42
9,

53
9

38
4,

62
3
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8,

12
5

35
7,

88
4

30
4,

34
3

30
9,

72
7

26
4,
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5
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9,
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5

○
他

会
計

繰
入

金
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位
：千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
前

々
年

度
前

年
度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

8
,7

4
7

7,
97

4
18

,9
02

19
,8

53
20

,2
59

20
,8

44
20

,8
92

24
,7

41
24

,8
58

24
,8

76
25

,1
82

15
,7

48

4
,6

5
8

4,
28

7
18

,9
02

19
,8

53
20

,2
59

20
,8

44
20

,8
92
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,7

41
24

,8
58

24
,8

76
25

,1
82

15
,7

48

4
,0

8
9

3,
68

7

37
,0

4
4

34
,6

81
24

,5
63

23
,9

46
24

,0
89

32
,9

87
33

,9
47

30
,2

86
33

,7
34

12
,7

08
22

,8
97

32
,3

23

17
,7

7
1

15
,8

65
19

,9
08

20
,4

61
20

,8
34

25
,0

27
25

,8
41

26
,5

35
27

,4
08

12
,7

08
22

,8
97

23
,4

95

19
,2

7
3

18
,8

16
4,

65
5

3,
48

5
3,

25
5

7,
96

0
8,

10
6

3,
75

1
6,

32
6

8,
82

8

45
,7

9
1

42
,6

55
43

,4
65

43
,7

99
44

,3
48

53
,8

31
54

,8
39

55
,0

27
58

,5
92

37
,5

84
48

,0
79

48
,0

71

(R
)

合
計

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

収
益

的
収

支
分

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)

実
質

収
支

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

収
益

的
収

支
比

率
（

×
10

0

×
10

0

(N
)-

(O
)

(J
)-

(K
)+

(L
)-

(M
)

黒
字

赤
字

形
式

収
支

前
年

度
繰

上
充

用
金

(E
)+

(I
)

収
支

再
差

引

他
会

計
借

入
金

残
高

地
方

債
残

高(（
T
）/

（V
）×

10
0)

積
立

金

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

令
和

１
１

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

５
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
４

年
度

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額
健

全
化

法
施

行
令

第
1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模
健

全
化

法
第

22
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

赤
字

比
率

（

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((
R

)/
(S

)×
1
00

)

））


